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1. 背景と目的 

 これまでわが国は，多くの道路ストックを蓄積し，そ

れらを管理している．しかしながら，平成 26 年の道路

法施行規則の一部の改正 1)や人口減少など，将来の社会

状況を踏まえると，これらをすべて維持管理していく

ことは難しいと考える．戦略的に地域を縮退させ，都市

に必要な機能を維持するという，スマートシュリンク

の考え方が注目されている．本研究では，維持管理費用

の縮減方法として道路統廃合を念頭に置き，現在の土

地利用計画を基軸としたコンパクトシティ形成計画と

は異なる手法を考案する．この手法は，継続・破棄を

コントロールする道路網デザインを基に，人の居住

選択を表現することによって，道路縮約による土地

利用状態と維持管理費用を表現するものである．す

なわち，道路縮約が都市の土地利用に与える影響を分

析可能なネットワークデザインモデルを構築すること

を目的とする． 

2. 本研究で提案するモデルの要件 

2．1 モデルの計算フロー 

本研究では David and Lo 1）が提案した利用者均衡

配分を制約条件としたネットワークデザイン問題を

線形計画問題(以下 LP という)により厳密解を求解す

る方法を援用したモデルを構築する．David and Lo は

リンクの車線拡幅を想定したリンク拡張費用と，利

用者均衡時における総走行時間費用の和が最小とな

るリンク増強戦略を求めるモデルである．本研究で

はリンクの維持継続，破棄をコントロールし，利用者

均衡時の総走行時間費用と，リンクの維持管理費用

総和が最小となるモデルを構築する．このモデルを

用いた本研究で提案する計算フローを図 1 に示す． 

このフローにおける初期状態とは，検討時点にお

ける道路網形状およびリンクの属性，OD 交通量と地

域の人口のことを指す．つぎに，構築するモデルは一

般的な利用者均衡配分の手法であるような計算課程

で新たな経路を探索する枠組みを持たないため，事

前に想定される経路を用意する必要がある．本研究

では K-th shortest path により，交通量配分で想定され

る十分な量の経路を探索する．以上のインプットを

用いて初期値をτ = 1期とし，本研究で提案する道路

ネットワークデザイン問題（以下 NDP という）を求

解することで，その期において最も効率的なネット

ワーク形状を求める．ネットワーク形状が変化し，各

個人の目的地への所要時間が変化することにより利

便性に変化が生じることから，居住地の選択が行わ

れると考える．その居住地選択・移動をロジットモデ

ルにより表現する．くわえて，次の期へと移り変わる

とき，人口の自然増減をコーホート要因法により，次

期の OD 交通量を算出する．これらの過程を繰り返

し行うことにより，任意のΤ期でまでの最も純便益の

大きな道路ネットワークの形状を求める． 

2．2 モデルの定式化 

2．1 で概説した NDP を以下に定式化する． 

 

図 1 本研究のモデルのフロー 
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ここで，𝜌：VOT(Value of Time)，𝑞𝑤：𝑂𝐷𝑤の交通量，

𝜋𝑤：𝑂𝐷𝑤の最短旅行時間，𝑔𝑎：リンク a を 1 期維持す

るために必要な費用，𝑦𝑎：リンク a を当期に管理継続す

るか否かを示す変数(1:継続する，0：廃止する)， 𝑓𝑝
𝑤：

𝑂𝐷𝑤の経路𝑝における交通量， 𝛿𝑎𝑝
𝑤：𝑂𝐷𝑤の経路𝑝がリン

ク a を使用するか否かを示す変数（0or1），𝐾𝑎，𝑛：リン

ク a の BPR 関数区分線形化のための n 番目閾値，ζ𝑎，𝑛：

a の BPR 関数区分線形化のための n 番目閾値を採用す

るか否かを示す変数(0or1)，𝑥𝑎：リンク a の交通量，L：

十分に小さな負の値，𝑈：十分に大きな正の値，𝑎𝑛
𝑎，𝑑𝑛

𝑎：

BPR 関数を区分線形化したときの閾値における傾きを

示すパラメータ，𝜎𝑝
𝑤：𝑂𝐷𝑤の経路𝑝に交通量が配分され

る否かを示す変数(0or1)，𝑐𝑝
𝑤：𝑂𝐷𝑤の経路𝑝のコスト（所

要時間），𝑡𝑎 (𝐾𝑎，𝑛)：リンク a の交通量𝐾𝑎，𝑛における

旅行時間である．定式化について説明を加える．(1)式

は，総走行時間費用と維持管理費用の和を最小化す

る目的関数である．(2)式は OD 交通量と経路交通量

に関する制約，(3)式は破棄による経路の使用可否を

示す制約，(4)から(8)式は BPR 関数を区分線形化し，

リンク交通量に対して旅行時間を与えるための制約

である．(9)から(11)式は利用者均衡条件に関する制

約である．(12)から(14)式はそれぞれ，リンク交通量

と経路交通量の関係を示す制約，経路旅行時間とリ

ンク旅行時間の関係を示す制約，リンク a の維持管

理戦略を示す制約である． 

2．3 居住立地選択（ロジットモデル）について 

ネットワーク形状がNDPにより変更されたことに

より，すべての経路においてリンク所要時間が変化

する．所要時間が変化したことにより，土地の魅力度

の変化し，居住立地が変更される量をロジットモデ

ルで表現する．ロジットモデルに用いる効用関数に

は，目的地までの所要時間に関する項と，それ以外の

土地の魅力を示す項の 2 つを定義する．初期設定に

おいては，その他の土地の魅力が未知であるため，

OD 交通量と所要時間を既知情報として，最小二乗法

により推計する． 

3. 仮想ネットワークにおける試算 

図 2 に示す 16 のノードと 24 のリンクから構成さ

れる仮想ネットワークを検討対象とする．リンクに

おいては，図中の赤いリンクを交通容量・維持管理費

用ともに大きな幹線道路，青色を次に小さい準幹線

道路，黒色をさらに小さい生活道路というように区

別をつけて設定する．NDP により更新されたネット

ワークを図 3 に示す．緑の破線は廃止された道路で

ある．これにより各リンクの所要時間が変化し，同時

にそれぞれが持つ魅力度も変化することを確認した．

新たな魅力度により，到着ノードごとにロジットモ

デルを用いることで，次期の立地状態を表現する．そ

のうえで，人口の自然増減を加味し次期の OD 交通

量とする．以上の計算フローを任意のΤ期試算する． 

4. おわりに 

構築したモデルにより立地誘導を踏まえた効率的

な道路維持管理戦略を求めることで，コスト削減の

重要性，戦略的な道路統廃合の必要性を示唆してい

く．そのために様々な前提の下で試算し検証する．試

算の結果については発表時に報告する． 
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図 2 対象仮想ネットワーク 

 

図 3 NDP の計算結果  
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